
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 31日

上   場   会   社   名       常磐興産株式会社 上場取引所東

コード番号       9675 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役事業統轄本部長 東京都

氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　斎藤　一彦 TEL (03) 3663 - 3415
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 31日

親会社名 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 13年 3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　  営  業  利  益 　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 51,187 0.1 2,414 60.3 1,145 207.3
12年 3月期 51,144 33.2 1,505 △ 0.1 372 △ 62.0

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 544 - 7.83 - 4.1 1.3 2.2
12年 3月期 △ 2,753 △ 6.2 △ 37.98 - - 0.4 0.7
(注)①持分法投資損益 13年 3月期    △242 百万円          12年 3月期    △86 百万円

     ②会計処理の方法の変更 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 3月期 89,362 13,582 15.2 194.54
12年 3月期 92,552 12,929 14.0 178.38

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 3月期 4,257 1,525 △ 5,151 5,207
12年 3月期 4,494 229 △ 5,272 4,578

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  25　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　7　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　売　　上　　高 　　 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 22,440 30 450
通　　期 51,820 1,350 1,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   14 円 32 銭 
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事業分野 当　　社 連結子会社 持分法適用会社

観光事業部門 ㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱ジェイ・ケイ・スタッフ

「クレストヒルズゴルフ倶楽部」 観光事業部門 ㈱クレストヒルズ

「ホテルクレスト札幌」 観光事業部門 ㈱ホテルクレスト札幌

「山海館」 　 ㈱山海館

 大型ｸﾗﾌﾄ紙袋、ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙｹｰｽ いわき紙器㈱

 包装用品 ㈱ジェイ・アイ・ピー

 プラスチック緩衝材 常磐プラスチック工業㈱

㈱常磐製作所

㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐製鋼原料㈱

㈱常磐谷沢製作所

常磐硝子㈱

㈱テクノ・クレスト

㈱シーエス・メンテック

ﾊﾞｷｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ興業㈱

常興電機㈱ 常磐開発㈱

㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 常磐工事㈱

東北設備㈱

地質調査、測量設計 地質基礎工業㈱

石炭・石油類、建設関連資材 燃料商事部門

酒類、食品 常磐食品酒類販売㈱

㈱クレストビル

㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

㈱福島総合計算センター ㈱福島県中央計算センター

㈱デイ・アクセス

ときわ流通㈱

小名浜港セメント荷役㈱

温泉供給  常磐湯本温泉㈱

病院 医療法人常磐会

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ橋梁設計・施工・補
修、
その他コンクリート製品

開発事業部門

建築、土木工事、電気工事　他

不動産の分譲、賃貸、仲介、管理

卸売業

製造関連事業

「スパリゾート・ハワイアンズ」

企 業 集 団 の 状 況

　 当社は、関係会社とともに、「スパリゾート・ハワイアンズ」等の観光事業を中心に、常磐炭

礦時代から引き継いだ資産・技術力等を生かした多角的事業を展開いたしております。

   当社及び連結子会社（25社）、持分法適用会社（7社）を事業分野別に記載すると概ね次のとお

りであります。

建設・土木業

観光事業

売　　上　　区　　分

   なお、「事業分野」と「事業の種類別セグメント」は同一であります。
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包装事業部門

ＰＣ事業部門

包装部材

機械鉄鋼

その他製造

その他の事業

受託計算、ソフトウエア開発

運輸、荷役

不動産事業



事業の系統図は主に次のとおりであります。

運営子会社 　

㈱ｼﾞｪｲ･ｹｲ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ

㈱ジェイ・ケイ・スタッフ 業務委託

㈱クレストヒルズ

㈱ホテルクレスト札幌 旅館 ㈱山海館

製造子会社

㈱ジェイ・アイ・ピー 製造委託 ㈱常磐製作所

いわき紙器㈱ ㈱常磐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

常磐プラスチック工業㈱ 常磐製鋼原料㈱

㈱常磐谷沢製作所

㈱常磐硝子

土木設計 　

土地賃借 ㈱テクノ・クレスト

ﾊﾞｷｭｰﾑｺﾝｸﾘｰﾄ興業㈱ コンクリート構造物補修工事

㈱シーエス・メンテック

常興電機㈱
㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
常磐開発㈱
常磐工事㈱
東北設備㈱

地質調査、測量設計

地質基礎工業㈱

酒類・食品販売

常磐食品酒類販売㈱

ビル賃貸・管理

㈱クレストビル

管理委託 ㈱ｸﾚｽﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

受託計算、ソフトウエア開発

㈱福島総合計算センター

㈱デイ・アクセス

㈱福島県中央計算センター

ときわ流通㈱

小名浜港ｾﾒﾝﾄ荷役㈱

温泉供給

常磐湯本温泉㈱

病院経営

医療法人常磐会
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比較連結貸借対照表

（単位：百万円未満切捨表示)

期       別

科        目

資 産 の 部 ％ ％

Ⅰ 24,575 26.6 17,391 19.5 △ 7,184

4,784 5,419 635

6,959 7,394 434

7,983 46 △ 7,936

3,874 3,531 △ 343

1,064 1,047 △ 17

△ 90 △ 47 42

Ⅱ 67,964 73.4 71,971 80.5 4,006

62,834 67.9 59,845 67.0 △ 2,988

26,826 25,442 △ 1,384

2,841 2,394 △ 446

839 626 △ 212

32,287 31,366 △ 921

36 12 △ 23

4 3 0

288 0.3 251 0.3 △ 36

218 199 △ 19

69 52 △ 17

4,842 5.2 11,873 13.2 7,031

2,897 9,789 6,892

729 730 0

2,003 2,138 135

△ 788 △ 784 3

Ⅲ 11 0.0 - - △ 11

11 - △ 11

92,552 100.0 89,362 100.0 △ 3,189

-8-

資 産 合 計

繰 延 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

開 業 費

(2) 無 形 固 定 資 産

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

連 結 調 整 勘 定

借 地 権 他

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

た な 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

金          額 構成比 金          額 構成比

比 較 増 減

前 期 当 期

（平成１２年３月３１日現在)（平成１３年３月３１日現在)



（単位：百万円未満切捨表示)

期       別

科        目

負 債 の 部 ％ ％

Ⅰ 48,740 52.7 49,447 55.3 707

4,297 4,710 413

39,363 38,846 △ 516

1,255 2,115 859

104 86 △ 18

- 174 174

724 721 △ 2

2,994 2,792 △ 202

Ⅱ 30,470 32.9 25,904 29.0 △ 4,566

24,779 20,030 △ 4,748

- 266 266

5,225 5,067 △ 157

17 21 4

47 - △ 47

- 118 118

400 398 △ 2

79,210 85.6 75,351 84.3 △ 3,859

少 数 株 主 持 分 411 0.4 428 0.5 16

資 本 の 部

Ⅰ 10,221 11.0 10,221 11.4 -

Ⅱ 8,485 9.2 4,506 5.1 △ 3,979

Ⅲ 5,268 △5.7 761 △0.9 △ 4,507

Ⅳ △ 35 △0.0 △ 48 △0.0 △ 13

Ⅴ △ 472 △0.5 △ 334 △0.4 137

12,929 14.0 13,582 15.2 653

92,552 100.0 89,362 100.0 △ 3,189

　 １.  有形固定資産の減価償却累計額 28,615 百万円 29,239 百万円

２.  自     己     株      式     の     数 3,578,936 株 2,663,360 株

３．

-９-

資 本 合 計

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

預 り 保 証 金

退 職 給 与 引 当 金

長 期 未 払 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

前連結会計年度末において「退職給与引当金」に含めて表示しておりました「役員退職慰労引当
金」は、当連結会計年度末から区分掲記しております。これに伴い前連結会計年度末の「役員退
職慰労引当金」の金額も区分して表示しております。

前 期 当 期

（平成１２年３月３１日現在)（平成１３年３月３１日現在)

金          額 構成比 金          額 構成比

未 払 法 人 税 等

比 較 増 減

繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債

（当期）

資 本 金

資 本 準 備 金

親 会 社 株 式

（前期）

欠 損 金

自 己 株 式





リース取引の注記

　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

機械装置及び運搬具 1,769 684 1,084 1,681 757 923

工具、器具及び備品 504 322 181 353 196 156

そ の 他 148 80 68 157 57 99

合 計 2,421 1,087 1,334 2,192 1,012 1,180

　　２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 372 百万円 288 百万円

１ 年 超 1,018 百万円 867 百万円

合　　計 1,391 百万円 1,156 百万円

　　３．当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 394 百万円 392 百万円

減価償却費相当額 358 百万円 352 百万円

支 払 利 息 相 当 額 39 百万円 35 百万円

　　４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

―　１６　―

（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）
前連結会計年度 当連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度

前連結会計年度 当連結会計年度







(有価証券関係)

　(当連結会計年度)　(平成13年３月31日現在)

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの (単位：百万円未満切捨表示)
連結貸借対照表

計 上 額

(1)国債・地方債等 34 34 0

(2)社債 ―　 ―　 ―　

(3)その他 ―　 ―　 ―　

小　　　計 34 34 0

(1)国債・地方債等 24 23 △0

(2)社債 ―　 ―　 ―　

(3)その他 ―　 ―　 ―　

小　　　計 24 23 △0

58 58 0

2.その他有価証券で時価のあるもの

　　当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行って

　いないため平成12年大蔵省令第９号附則第３項により記載を省略しております。

3.当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

912 0 46

4.時価評価のない主な有価証券の内容 

連結貸借対照表

計 上 額

(1)満期保有目的の債券

　　割引金融債 35

(2)その他有価証券

　　非上場株式 491

    ＦＦＦ 10

合　　　計 538

5.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

債券

　国債・地方債等 36 437 ―　

　社債 ―　 ―　 ―　

　その他 ―　 ―　 ―　

合　　　計 36 437 ―　

－１９－

時価が連結
貸借対照表
計上額を超
え る も の

時価が連結
貸借対照表
計上額を超
えないもの

有　　価　　証　　券

種 類 時　価 差　額

１ 年 超 ５ 年 以 内 ５ 年 超 10 年 以 内

合　　　計

１ 年 以 内



　(前連結会計年度)　(平成12年３月31日現在)

（単位：百万円未満切捨表示）

（1）流動資産に属するもの

株 式 7,972 8,091 118

債 券 － － －

そ の 他 － － －

小 計 7,972 8,091 118

（2）固定資産に属するもの

株 式 1,807 1,899 91

債 券 143 143 0

そ の 他 － － －

小 計 1,951 2,042 91

合 計 9,923 10,133 210

（注）１.時価の算定方法

① 上場有価証券 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

② 店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

③ 気配等を有する有価証券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によってお

（①、②に該当する有価証券等を、除く。） ります。

④ 非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格であります。

⑤ 上記以外の債券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

（時価の算定が困難なものを除く。） 残存償還期間等を勘案して算定した価格等によっております。

      ２.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

［流動資産に属するもの］

クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 10 百万円

［固定資産に属するもの］

店頭売買株式を除く非上場株式 910 百万円

割引金融債等 35 百万円

－２０－

有　価　証　券　の　時　価　等

種 類

前連結会計年度

(平成１２年３月３１日現在）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益



（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（平成13年3月31日現在）

デリバティブ取引にはヘッジ会計処理が適用されているため、記載を省略しております。

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）

金　利　関　連

(単位：百万円未満切捨表示)

時　　価 評 価 損 益

うち１年超

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 8,712 5,138 △ 140 △ 140

(注）　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づいております。

－ ２１ －

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

契　約　額　等

市

場

取

引

以

外

の

取

引

区

分
種　　　　　　類



平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 31日

上   場   会   社   名       常磐興産株式会社 上場取引所 東

コード番号       9675 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役事業統轄本部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　斎藤　一彦 TEL (03) 3663 - 3415

決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 31日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年 3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）

(1)経営成績

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 3月期 35,326 △ 0.4 1,654 32.0 982 138.8

12年 3月期 35,465 △ 5.5 1,253 △ 8.5 411 3.4

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 3月期 575 - 7.95 - 3.8 1.3 2.8

12年 3月期 △ 5,815 - △ 80.24 - - 0.5 1.2

(注)①期中平均株式数 13年 3月期    72,481,912 株          12年 3月期    72,481,912 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年 3月期 4.00 0.00 4.00 288 50.1 1.9

12年 3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

（注）13年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 3月期 76,393 15,303 20.0 211.13

12年 3月期 80,751 14,727 18.2 203.18

（注）期末発行済株式数　13年 3月期    72,481,912　株　　　12年 3月期    72,481,912株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 16,000 100 650 0.00 － －

通　　期 36,520 870 740 － 4.00 4.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   10 円 21 銭 

－２２－



(1) 貸 借 対 照 表

(単位:百万円未満切捨表示)

第  82  期 第  83  期
(平成12年3月31日) (平成13年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(資  産  の  部) ％ ％

Ⅰ流　　動　　資　　産 20,685 25.6 11,793 15.4 △ 8,892

3,679 3,749   69
674 385 △ 289
2,520 2,557   36
1,066 1,397   330
7,972 36 △ 7,936
504 459 △ 44
1,220 818 △ 402
16 21   4
256 ― △ 256
1,058 1,189   131
114 109 △ 5
301 232 △ 69
1,417 1,238 △ 178
1,266 958 △ 308
63 7 △ 56

△ 1,450 △ 1,368   82

Ⅱ固　　定　　資　　産 60,066 74.4 64,599 84.6   4,533

54,773 67.8 51,750 67.8 △ 3,023

19,443 18,330 △ 1,112
3,737 3,639 △ 98
1,613 1,279 △ 333
15 10 △ 5
560 378 △ 181
29,378 28,094 △ 1,283
3 3   ―
21 12 △ 8

169 0.2 155 0.2 △ 13

89 89   ―
59 48 △ 11
19 17 △ 2

5,123 6.4 12,693 16.6   7,570

2,553 9,651   7,098
885 745 △ 139
370 370   0
571 557 △ 13
356 357   0
1,285 1,434   149
△ 200 ―   200
△ 700 △ 424   276

資  産  合  計 80,751 100.0 76,393 100.0 △ 4,358

－２５－

投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
出 資 金

貸 倒 引 当 金

差 入 保 証 金

そ の 他
長 期 貸 付 金

投 資 評 価 引 当 金

建 設 仮 勘 定

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
植 林

貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置

投 資 等

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
完成工事未収入金
有 価 証 券
商 品 ･ 製 品
販 売 用 不 動 産
仕 掛 品
仕 掛 不 動 産

期  別    
比 較 増 減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 ･ 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
そ の 他



(単位:百万円未満切捨表示)

第  82  期 第  83  期

(平成12年3月31日) (平成13年3月31日)

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(負  債  の  部) ％ ％

Ⅰ 37,661 46.7 36,681 48.0 △ 979

1,384 1,230 △ 153

1,925 2,050   125

30,955 29,755 △ 1,200

1,128 1,889   760

36 39   2

266 261 △ 5

1,228 841 △ 387

229 211 △ 17

390 387 △ 2

115 14 △ 101

Ⅱ 28,363 35.1 24,408 32.0 △ 3,955

20,243 17,054 △ 3,188

5,323 5,165 △ 158

― 30   30

19 ― △ 19

146 158   11

2,630 2,000 △ 630

66,024 81.8 61,089 80.0 △ 4,934

Ⅰ 10,221 12.6 10,221 13.3   ―

Ⅱ 8,485 10.5 4,506 5.9 △ 3,979

Ⅲ 729 0.9 ― 0.0 △ 729

Ⅳ △ 4,708 △ 5.8 575 0.8   5,284

744 ― △ 744

245 ― △ 245

389 ― △ 389

110 ― △ 110

△ 5,453 575 6,028

( △ 5,815 ) ( 575 ) ( 6,391 )

14,727 18.2 15,303 20.0   575

負 債 資 本 合 計 80,751 100.0 76,393 100.0 △ 4,358

－２６－

比 較 増 減

任 意 積 立 金

当期未処分利益 又は
当期未処理損失(△)

期  別    

支 払 手 形

買 掛 金

流 動 負 債

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

長 期 借 入 金

未 成 工 事 受 入 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

預 り 保 証 金

退 職 給 与 引 当 金

債務保証損失引当金

負 債 合 計

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 合 計

温泉対策準備積立金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

(当 期 純 利 益又は
当 期 純 損 失 ( △ ))



(2)損 益 計 算 書

(単位：百万円未満切捨表示)

第　82　期 第　83　期

自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

金  額 百分比 金  額 百分比

Ⅰ 35,465 100.0 35,326 100.0 △ 138

Ⅱ 31,074 87.6 30,251 85.6 △ 823

4,390 12.4 5,075 14.4  684

Ⅲ 3,136 8.9 3,420 9.7  283

1,253 3.5 1,654 4.7  401

Ⅳ 338 1.0 435 1.2  96

40 36 △ 3

184 262  77

114 136  21

Ⅴ 1,181 3.3 1,107 3.1 △ 73

1,135 1,014 △ 120

46 93  47

411 1.2 982 2.8  570

Ⅵ 1,408 4.0 1,467 4.1  58

538 782  243

870 ― △ 870

― 54  54

― 630  630

Ⅶ 7,846 22.2 1,816 5.1 △ 6,030

181 894  712

2,303 140 △ 2,163

605 45 △ 559

248 ― △ 248

1,472 ― △ 1,472

200 ― △ 200

2,630 ― △ 2,630

― 632  632

― 30  30

150 39 △ 110

54 33 △ 21

△ 6,026 △ 17.0 633 1.8  6,659

24 0.1 27 0.1  3

△ 234 △ 0.7 30 0.1  264

△ 5,815 △ 16.4 575 1.6  6,391

315 ― △ 315

△ 234 ―  234

△
 

△ 5,453 575  6,028

－２７－

当 期 未 処 分 利 益 又は
当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

　　　期　　別

　科　　目

特 別 利 益

特 別 損 失

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高

税 引 前 当 期 純 利 益 又
は税引前当期純損失 ( △ )

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

債務保証損失引当金繰入額

関 係 会 社 支 援 損

事 業 整 理 損

そ の 他 損 失

退職給付会計基準変更時差異

支 払 利 息 割 引 料

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 除 却 損

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

債務保証損失引当金取崩益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

281 ― 281

そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

販 売 用 不 動 産 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

比 較 増 減

％ ％

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



(3)利益処分案及び損失処理案

(単位：百万円未満切捨表示)

第　82　期 第　83　期

自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

Ⅰ当期未処理損失 5,453 Ⅰ当期未処分利益 575

Ⅱ任意積立金取崩高 Ⅱ利益処分

1.温泉対策準備金取崩高 1. 利益準備金 29

固 定 資 産 圧 縮 2. 配当金 288 317
積 立 金 取 崩 高

3.別途積立金取崩高 744

Ⅲ法定準備金取崩高

1.利益準備金取崩高

2.資本準備金取崩高 4,708

次期繰越損失 　 ― 次期繰越利益 258

部門別売上高

(単位：百万円未満切捨表示)

第　82　期 第　83　期

自 平成11年4月 1日 自 平成12年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成13年3月31日

金　額 比　率 金　額 比　率
％ ％

Ⅰ 10,626 10,953 31.0 3.1

Ⅱ 6,627 6,503 18.4 △ 1.9

Ⅲ 6,500 7,620 21.6 17.2

Ⅳ 6,583 7,324 20.7 11.3

Ⅴ 5,127 2,924 8.3 △ 43.0

4,064 1,978 5.6 △ 51.3

1,062 946 2.7 △ 10.9

合　　計 35,465 35,326 100.0 △ 0.4

－２８－

賃 貸 ・ そ の 他

3,979

分 譲

燃 料 商 事 部 門

開 発 事 業 部 門

観 光 事 業 部 門

増 減 率部　　　　門

2. 389

18.3Ｐ Ｃ 事 業 部 門

包 装 事 業 部 門

245

110

729

100.0

3.0

18.6

11.4

14.4

30.0

18.7



重要な会計方針 
  
 １．有価証券の評価基準及び評価方法 
       満 期 保 有 目 的 の 債 券       ----  償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会社株式         ---- 総平均法による原価法 
その他有価証券   時価のあるもの    ---- 総平均法による原価法及び償却原価法(定額法) 

              時価のないもの  ---- 総平均法による原価法 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法                                

       商 品 ・ 製 品 ----  総平均法による原価法（一部移動平均法による原価法） 
       販 売 用 不 動 産 ----  個別法による原価法 
       仕 掛 品 ・ 原 材 料 ・ 貯 蔵品 ----  総平均法による原価法（一部移動平均法による原価法） 
     未 成 工 事 支 出 金 ----  個別法による原価法        
３．固定資産の減価償却の方法                                    
    有 形 固 定 資 産 ---  紙製容器の製造設備は定率法(ただし、平成 10 年４月１日以降に取得し 
                   た建物(附属設備を除く)については定額法)を採用し、スパリゾ－トハワ 
                               イアンズの施設、賃貸用ビル、プレストレスト・コンクリ－ト及びその 
                他のコンクリ－ト二次製品の製造設備、ゴルフ事業資産は、定額法を採 
                用しております。 
   無 形 固 定 資 産  ---  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、 
               社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
３．引当金の計上基準              

        貸 倒 引 当 金   ---  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ                         
                    いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金  ---  従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しておりま 

                                 す。 
        退職給付引当金   ---  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及 
                   び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                                 なお、会計基準変更時差異（153 百万円）については、５年による按分 
                                 額を費用処理しております。 
       役員退職慰労引当金   ---  役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上して 
                                 おります。 
債務保証損失引当金  --- 関係会社への保証債務に対する損失に備えるため、その財政状態等を 

                             勘案し、損失負担見込額を計上しております。 
  ４．リース取引の処理方法   ---  リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ  

ンス・リース取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に準じた 
                  会計処理によっております。 
５．収益の計上基準       ---  ＰＣ事業部門の請負工事の収益認識基準として工事完成基準を採用して 
                おりますが、一定規模を超える長期請負工事(工期 1 年以上、請負金額２ 
                億円以上)については、工事進行基準を適用しております。 
６．ヘッジ会計の方法      ---  繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金 
                               利スワップについては、特例処理を採用しております。 
７．消費税等の処理方法     ---  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消 
                             費税等は、期間費用としております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

－２９－ 
                                                                                                           



貸借対照表の注記 
                    （第 82期）     （第 83期）                             

１．子会社に対する短期及び長期金銭債権      2,039  百万円        1,606  百万円 
       子会社に対する短期及び長期金銭債務        695                 581  
   ２．有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額    21,512            22,008   
３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、スパリゾ－トハワイアンズの施設の一部及び紙袋・段ボール

ケ－ス製造設備の一部については、リース契約により使用しております。 
    ４．受 取 手 形 割 引 高        997                1,197 
 ５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高         19                 ― 

    ６．保 証 債 務      6,721                5,748  
  ７．有 価 証 券 に 含 ま れ て い る 自 己 株 式          0 (  1, 114 株)         0 (   538 株)  
    投 資 等 に 含 ま れ て い る 自 己 株 式         34(234,000 株)        48 (319,000 株) 
 ８．担保に供している有形固定資産及び有価証券等     36,002               34,651 
９．取 締 役 等 に 対 す る 長 期 金 銭 債 権     4                    4 
    取 締 役 等 に 対 す る 長 期 金 銭 債 務      20                   20 
  １０．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお当事業年 
    度末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
               受  取  手  形                27 
               支  払  手  形                         215 
 １１．前事業年度末において「退職給与引当金」に含めて表示しておりました「役員退職慰労引当金」は、 
    当事業年度末から区分掲記しております。これに伴い前事業年度末の「役員退職慰労引当金」の金額 
    も区分して表示しております。 
 
 

損益計算書の注記  
             
子会社との取引高                （第 82期）     （第 83期）                      

    売   上   高                  405  百万円          390  百万円 
     仕   入   高               3,652                 3,836 
    営 業 取 引 以 外 の 取 引 高                  38                  151 
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（追加情報） 
 
１．退職給付会計 
  当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平
成 10年 6 月 16 日)）を適用しております。この結果従来の方法によった場合と比較して退職給付費用が
91 百万円減少し、経常利益は 121 百万円、税引前当期利益は 91 百万円増加しております。 
  また、従来、当社及び連結子会社は共同で適格退職年金制度を設立しておりましたが、平成 12 年４月に 
  共同委託を変更し、年金資産を加入各社に配分しました。当社は、連結子会社７社と共同で適格退職年金 
  制度を設立しております。 
  なお、当期末において、年金資産が企業年金制度に係る退職給付債務から当該企業年金制度に係る未認識 
会計基準変更時差異を控除した額を超えるため、前払年金費用（62 百万円）として投資その他の資産の
「その他」に含めて記載しております。                                                                                                                                                                             
                      
２．金融商品会計 
  当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 11年 1月 22 日））を適用し有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上基準及びゴルフ会員権の評価方
法について変更しております。この変更による損益に与える影響は、軽微であります。また、期首時点で

保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券に含まれている債券のう

ち１年以内に満期の到来するものは、流動資産の有価証券として、それら以外は、投資有価証券として表

示しております。その結果、流動資産の有価証券は、7,789百万円減少し、投資有価証券は、7,789百万
円増加しております。当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行なっ

ておりません。なお、平成 12 年大蔵省令第 8 号附則第 4 項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上
額等は次のとおりであります。 
貸借対照表計上額    8,555百万円 
時価          7,842百万円 
評価差額金相当額    △413 百万円 
繰延税金資産相当額    299 百万円 
 

３．外貨建取引等会計処理基準 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。この変更による損益に与える影響はありま
せん。 
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(リース取引の注記)

　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

機 械 及 び 装 置 837 197 640 837 282 555

工具、器具及び備品 277 175 101 189 99 90

そ の 他 76 29 46 154 53 100

合 計 1,191 401 789 1,181 435 745

　　２．未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 150 百万円 141 百万円

１ 年 超 543 百万円 562 百万円

合　　計 694 百万円 703 百万円

　　３．当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 166 百万円 186 百万円

減価償却費相当額 148 百万円 166 百万円

支 払 利 息 相 当 額 20 百万円 21 百万円

　　４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

(有価証券関係)

　　前連結会計年度に係る｢有価証券の時価等｣及び当連結会計年度に係る｢有価証券｣(子会社株式
　及び関連会社株式で時価のあるものは除く)に関する注記ついては、連結財務諸表における注記
　事項として記載しております。

    (当事業年度)　(平成13年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位:百万円未満切捨表示）

関 係 会 社 株 式 217 312 95
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(第 82 期) (第 83 期)

第 82 期 第 83 期
（平成12年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）

貸借対照表価額 時 価 評 価 損 益

(第 82 期) (第 83 期)


